
■平成26年度施策評価の結果概要一覧

・【最終（Ｈ27）見込みの判定基準】最終目標達成率85.7％（6年÷７年×100）以上で「Ａ順調」、68.6％（85.7％×80％）以上で「Ｂ概ね順調」、51.4％（85.7％×60％）以上で「Ｃやや遅れている」、51.4％未満で「Ｄ遅れている」　

・【単年度の判定基準】前年度に比して順調に近づいているもの「Ａ順調」、目標にやや近づいているもの「Ｂ概ね順調」、目標から遠ざかっているもの「Ｃ遅れている」

・指標について、※印は総合計画（基本計画）に記載していないもの。★印は後期計画反映として目標未設定のもの。

外部要因 内部要因

01子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり（政策統括監：保健福祉部長）

06市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり（政策統括監：企画部長）

06-01市民主体によるまちづくりの推進

06-01-01市民の参画と協働によるまちづくりの推進

①

※　年度毎の市
民活動情報セン
ター事業利用者
数と出前相談対
応者数の合計
（センター報告
書により把握）

年度毎の市民
活動情報セン
ター事業利用者
数と出前相談対
応者数

1,183人 1,067人 1,386人

520人
（出前相
談対応
者数不

明）

達成

②

（参考）市民と行
政の協働体制
づくりに対する
市民満足度（6
段階評価）

市民意識調査 3.655 － 3.804 増加 達成

③

市民主体による
まちづくりの推
進に対する市民
満足度

市民意識調査
3.827
[H24]

－ 3.731 増加 未達成

④

★　地域活動や
ボランティア活
動などに参加し
ている市民の割
合

市民意識調査
による［隔年実
施］

－ － 34.6%
（後期計
画反映）

－

⑤
※　情報セン
ターＨＰ・ブログ
アクセス数

情報センターの
ＨＰ・ブログのア
クセス数

－ 181,539件 167,577件
180,000

件
未達成

06-01-02男女共同参画社会の実現

①

「男性は仕事、
女性は家庭」に
同感しない人の
割合

5年に1度のアン
ケ－ト調査

47.8%
（Ｈ17）

－
60.5%

（市民意
識調査）

55.0% 達成

②
審議会等におけ
る女性委員の
比率

毎年度に実態
調査

25.6%
28.2%

[H26.4.1]

未調査に
より7月に
確定予定

40.0% －

③

男女が等しく社
会に参加できる
環境づくりの満
足度（6段階評
価）

市民意識調査 3.718 － 3.751 増加 達成
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 男性も女性も主体的に
家庭、職場、地域活動に
参画するとともに、男女
共同参画の理解を広く普
及啓発し、性別にかかわ
りなく、一人ひとりが個人
として尊重され、社会の
あらゆる分野において共
に参画し、責任を担う社
会が形成されている。

Ｂ Ｂ

①若い世代を中心に共働き家庭が
増加し、北上市でも「男性は仕事、
女性は家庭」という固定的役割分
担意識は薄れつつあるが、市内企
業に行った調査からは、「仕事と生
活の両立」に関する認知度・関心
は共に低かった。

①講座、フォーラムの開催やサ
ポーター活動により、市民意識に
浸透した。

②各種審議会等の委員は慣例的
に充て職が多く、女性委員が増加
しにくい。

①「男性は仕事、女性は家庭」に
反対、どちらかと言えば反対する
人の割合は60.5％で、5年間で反
対側の割合が増加傾向にあり、
一定の改善がみられ、固定的性
別役割分担意識は薄れつつある
が、いまだ根強く残っている。

②男女双方の視点に立った政策
や方針の策定に関わる審議会等
の委員に占める女性の割合は、
平成27年度29.8％で昨年度から
の増加率が低い。（昨年度
28.2％）

③平成26年度に市内企業約
1300社に行った「仕事と生活の
両立」の調査において、管理職に
おける女性の割合が低い
（12％）。また、男性の育児・介護
休業の取得も少ない。

①講座による意識啓発を図る。

②審議会等における女性委員の
割合を増加させるよう、他市との
取り組みの比較等を行い、庁内
への働きかけについて検討す
る。

③仕事と生活の両立に取り組む
企業の紹介を広報・ホームペー
ジ等で行い、企業の自主的な取
り組みを促進する。
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 市民、企業、行政がそれ
ぞれの責任を果たし協力
しながら、相互に連携して
まちづくりに取り組み、
「自分たちのまちは自分
たちで創る」という自治が
確立されている。また、ま
ちづくりのためのさまざま
な活動や企画に、市民が
積極的に参加・参画でき
る環境が整っている。

Ｂ Ｂ

①住民自治の浸透、市民の参画
意識が高まってきている。

②市民活動団体や地域づくり組織
等において、まちづくり活動は活発
に行われているが、他の団体等と
の協働に発展しがたい。

③地方分権の進展に伴い政策の
提案など議会の果たす役割の重
要性が増している。

①市民情報センター事業により、
協働や市民活動に活かせる情報
発信や市民活動団体や地域づくり
組織等のまちづくりの相談、支援を
行い、協働の推進の醸成をつくっ
ている。

②政務活動費取扱要領により、適
正な支出とするため使途を明確に
している。

①市民活動団体や地域づくり組
織、ＮＰＯ法人等が多様な団体と
連携した活動の広がりを活発に
する。

②地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業
など「新たな公共」の担い手によ
る公共サービスのあり方。

③市議会の傍聴者や「市民と議
会をつなぐ会」への市民の参加
が少ないなど、市政や市議会に
興味を持つ市民が増えない。

①市民活動団体の活動紹介する
等情報提供のほか、多様な主体
と連携できるよう情報交換や相
談・支援をする。

②地域づくり組織とＮＰＯ・企業な
どの協働提案を構築実施する。
市民の意見が活かされる行政マ
ネジメントシステムを構築する。

③議員自らが積極的に政策を立
案し、政策を提言する。

④市民の提言等を議会に生かせ
る仕組みを作る。

成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望H25実績 H26実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終
目標

達成率
単年度

最終
見込
[Ｈ27]

指標
重要度

指標では読み
取れない成果

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H20]
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外部要因 内部要因

成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望H25実績 H26実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終
目標

達成率
単年度

最終
見込
[Ｈ27]

指標
重要度

指標では読み
取れない成果

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H20]

06-01-03まちづくりをリードする人材の育成

①
全国地域リー
ダー養成講座
受講者数

受講者数 － 2 2 4 50.0%

②
★　地域活動
リーダー研修会
参加者満足度

参加者アンケ－
ト調査

88.6% 92.3% 100％
（後期計
画反映）

－

③
★　地域づくり
講座参加者満
足度

定点観測：担当
課

－ － －
（後期計
画反映）

－

06-02魅力ある地域づくりの推進

06-02-01地域の自主的な活動の推進

①

市内16自治組
織が行うきらめ
く地域づくり交
付金事業の延
べ活動者数

各地区からの実
績報告書により
集計

5,471人 5,732人 6,480人 6,500人 98.1%

②

地域が主体と
なって行う分の
地域計画の進
捗率

各地区からの実
施報告書により
把握

－ 65.7% 70.8％ 70% 達成

③
交流センター年
間利用者数

交流センタ－利
用状況報告書
により集計

263,908人 207,779人 207,457人
264,000

人
-61359.8%

06-02-02地域が連携し共生するまちづくりの推進

①
地域景観資産
認定数

累計
０

[H21.3]
101 102 100 102.0%

②

★　地域や市民
主体で農業の
体験学習やグ
リーンツーリズ
ムに取り組んだ
数（定点観測：
16自治協調査）

定点観測：担当
課

－ － －
（後期計
画反映）

－

③
農業体験参加
者数

実施体験事業
参加者数

135人 21人 403人 120人 達成

④
中山間地域交
流取組組織数

事業実績報告
書により把握

３組織 ３組織 ３組織 ６組織 0%

⑤
交流センター年
間利用者数

交流センタ－利
用状況報告書
により集計

263,908人 207,779人 207,457人
264,000

人
-61359.8%

①計画的に効果的な改修工事や
修繕を行い、利用者である地域
住民の主体的な活動を促進す
る。

②交流センター推進員の研修会
を実施し、実施事業の改善に役
立てる。
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 地域資源の有効活用を
図りながら、地域間の交
流・連携を促進し、市内
16 地区が有機的に連携・
共生するまちづくりが行
われて、地域の自立活性
化に向け、農村環境を活
用した体験学習やグリー
ンツーリズムなど、地域
の豊かな自然や農業に
親しむ機会の提供等によ
る魅力が発信され、定住
交流がなされている。

Ｂ Ｂ

①地域の積極的な取り組みによ
り、景観資産認定数は目標を達成
している。

②Ｈ25に立ち上がったきたかみグ
リーン・ツーリズム協議会が、
Ｈ26から農業体験の受け入れを
行っているため、農業体験者数が
増えた。

③中山間地域における交流は、地
区や対象が限定的で取組が難し
い。

④交流センターによって利用者数
の増減の違いがあるが、全体的に
利用者が減少傾向にある。

①関係部課の施策推進調整が必
要である。

①交流センターでは、老朽化が
進んでいる施設もあり、利用者の
増加に対してマイナス要因となっ
ている。

②少子高齢化の急速な進行や若
い世代の都市部への流出などに
より、集落機能の低下、農地・山
林の荒廃による環境保全機能や
豊かな農村景観の喪失なども懸
念されている。

③既存ストックなど地域資源が十
分に活用されていない。

④交流センターによって利用者
の増減の違いがあるが、全体的
に利用者が減少傾向にある。

①交流センターは計画的に効果
的な改修工事や修繕を行い、利
用者である地域住民の主体的な
活動を促進する。

②H26年度から新たな交付金制
度として「地域づくり総合交付金」
の交付を開始し、「人口減少地域
定住化促進事業」も実施してい
る。それらの助成金等を活用しな
がら、地域が主体となったまちづ
くりを推進することにより、その地
域の魅力の増進を図る。

③国の助成事業等、活用できる
事業の情報提供を積極的に行
い、さまざまな実施主体が地域
資源を生かした取り組みができる
よう支援していく。

④交流センターの職員の研修会
を実施し、課題解決に向けて取り
組んでいく。

①市内では、16自治組織が中心
となって地域の特色を生かした
地域づくりが意欲的に進められて
いるが、地域によって意識のばら
つきがあり、活発さに地域差がみ
られる。
　また、少子高齢化の進行によ
り、民俗芸能や地域独自の風習・
文化の継承の重要性が高まって
いる中、地域づくりを担う世代の
高齢化が進み、次世代の人材育
成が進んでいない。

②地域活動リーダー研修会につ
いては、北上市自治組織連絡協
議会と協働で実施しているもので
あるが、実施内容がマンネリ化し
てきている。

①全国地域リーダー養成塾への
塾生派遣（補助金制度の活用）
について、16自治組織へ強く働き
かけていく。
　人材育成支援情報の的確な提
供を行う。

②地域活動リーダー研修会につ
いては、北上市自治組織連絡協
議会と連携し、内容を検討する。
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 これまでそれぞれの地
域が育んできた個性や資
源を活かしながら、地域
が進めてきた取り組みの
成果を引き継ぎ、充実し
ている。また、地域を最も
知っている住民自ら地域
の将来がどうあるべきか
考え、行動していけるよう
連帯感を醸成し、地域の
実践力が向上している。
また、指定管理者制度に
より交流センターが地域
づくりの拠点施設として位
置付けられたことにより、
特色ある地域づくりが進
展し、コミュニティの醸成
が図られる。

Ｂ Ｂ

①H26から「地域づくり総合交付
金」が創設され、交付額が増加し
たため、それらを活用した地域づく
り活動が積極的に実施された。

②交流センターによって利用者数
の増減の違いがあるが、全体的に
利用者が減少傾向にある。

①地域づくり組織が地域計画（後
期）を策定するにあたり、研修会の
実施や策定委員会での助言など、
支援を行った。

①地域が目指す将来像の実現に
向けた地域住民の主体的な活動
を促進するため、活動拠点となる
施設として交流センターを活用し
ているが、老朽化が進んでいる
施設がある。

②交流センターの利用者が固定
化している。
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 市民が主体となってまち
づくりを進めるため、市
民、地域、企業、NPO、行
政などの多様な主体が連
携し、地域づくり活動を
リード・サポートする人材
が育成されている。

Ｂ Ｂ

①市内では、16自治組織が中心と
なって地域の特色を生かした地域
づくりが意欲的に進められている。

②全国的な少子高齢化が進展す
る中、地域づくりを担う世代の高齢
化が進み、次世代の人材育成が
必要となっている。

③全国地域リーダー養成塾は、
H26は受講者なし。

①地域活動リーダー研修を効果的
に実施できる視察先を選定しなけ
ればならない。

②指定管理者制度が定着し、地域
が主体的に地域づくり事業に取り
組めるようになってきた。
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■平成26年度施策評価の結果概要一覧

外部要因 内部要因

成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望H25実績 H26実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終
目標

達成率
単年度

最終
見込
[Ｈ27]

指標
重要度

指標では読み
取れない成果

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H20]

06-03市民・企業と行政の協働体制の構築

06-03-01協働の定着と拡充

①

市が行っている
協働事業一覧
に掲載されてい
る活動の数

各担当課に確
認、集計

26件 54件
調査中に
より7月に

確定
29件 －

②

地域貢献活動
企業褒賞への
情報提供事業
数

企業、市民等へ
情報提供を依
頼、集計

167件
[H20.8]

298件
[H25.12]

309件
［H26.12］

300件 106.8%

③

市民活動情報
センターが仲介
した協働事業
マッチング件数

センタ－の実績
報告書により把
握

13件 17件 19件 15件 300.0%

06-04信頼ある開かれた行政の推進

06-04-01情報公開の推進

①
ホ－ムペ－ジへ
のアクセス件数

ホ－ムペ－ジ管
理業務により集
計

291,677 767,739 607,265 760,000 67.4%

②

（参考）透明性
の高い行政情
報の提供に対
する市民満足度
（6段階評価）

市民意識調査
結果［６段階評
価］

3.518 － － 増加 －

③

信頼ある開かれ
た行政の推進
に対する市民満
足度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.892
[H24]

－ 3.911 増加 達成

06-04-02広聴活動の充実

①

市政座談会の
参加者数（世帯
数のうちの割
合）

座談会の参加
者数(開催時に
把握)

6.2% 7.2% 5.5% 4.8% 達成

②

信頼ある開かれ
た行政の推進
に対する市民満
足度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.892
[H24]

－ 3.911 増加 達成

〈指標にない成果〉

○ホームページの更
新により、閲覧者数の
カウントが純粋な外部
アクセスのカウントの
みとなり、最終目標値
とのかい離があるが、
外部アクセスは前年
度より大幅な増減はな
い。

①ホームペ－ジやフェイスブック
などを活用した広聴活動の検
討。市長が直接、広い世代層、団
体と意見交換するタウンミーティ
ングを継続する。

②北上ふるさと会、北上産業人
会、北上しらゆり大使らの活動の
有効性を高める仕組み作りを検
討。

③広聴活動を充実させるための
広聴活動ガイドラインを作成す
る。

①情報提供に対する市民ニーズ
が多様化している。

②市のプロモーションのために報
道機関等が積極的に利用されて
いない。

③議会からの一方的な情報発信
となっており、市民の意見を聴く
機会が少ない。

④議場での傍聴は、時間や場所
の制限があるため各種媒体を用
いた情報提供が求められてい
る。

①広報誌、ホームページ、メール
マガジン、フェイスブック、ケーブ
ルテレビの市政放送はよりわか
りやすい情報提供を検討するとと
もに、新たな情報提供手段の研
究をする。

②報道機関等へプロモーション
効果の高いニュースを積極的に
提供する。

③議会広報によりわかりやすい
情報提供を行うとともに、市民モ
ニター制度など市民の意見を幅
広く聴取することができる方法を
検討する。
　
④より一層開かれた議会となるよ
う議会のあり方を検討する。
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 市民からの意見や要望
を的確に把握し、市政に
反映させるため、さまざま
な方法で広く市民（及び
北上しらゆり大使）からの
情報を収集する広聴活動
が充実している。

Ｂ Ｂ

市政座談会は、各地区の自治協
議会が主催するものであり、テーマ
や周知方法などそれぞれの地域で
工夫している。

市政座談会の持ち方について、よ
り多くの市民の方が参加できるよ
う、ズ－ムアップ市政、地域を語ろ
うの２パタ－ンを中心に、なるべく
地域の要望に沿って開催できるよ
うにしている。

①幅広く市政への意見、要望や
提言を得るための方法が不足し
ている。

②北上ふるさと会、北上産業人
会、北上しらゆり大使による外部
からの視点、助言が十分に活用
されていない。

③広聴活動を充実させるための
体制が確立されていない。
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 市民に市政情報を迅速
に分かりやすく伝わり、広
報紙やホームページなど
の内容が充実され、ケー
ブルテレビなど多様な媒
体を活用した広報活動が
強化されている。また、情
報公開や個人情報保護
制度の充実等により、透
明性が高く信頼される行
政となっている。 市民が
議会へ高い関心を寄せて
いる。

Ｂ Ａ
①市民のニーズ、情報収集手段が
多様化し、ホームペ－ジを活用す
る市民が増えてきている。

①市政情報を広報紙に一元化する
とともに、ホームページ、ケｰブルテ
レビ、報道機関を通じて、市政情報
を周知している。

②市ホームページに事務改善等の
情報共有データベースを掲載し、
より透明性のある市政運営に努め
ている。

③市議会広聴広報特別委員会を
設置し広聴広報活動を行い積極的
に情報の発信をしている。
　
④議会本会議のほか常任委員
会、議会全員協議会等原則すべて
の会議を公開としている。
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 市民の幅広い参画のも
と、市民、企業、行政それ
ぞれが主体的に活動し、
連携してまちづくりに取り
組んでいる。協働手法を
効果的に活用したいと思
う市民、NPO、地域コミュ
ニティ、企業等をサポート
する仕組みが構築され、
まちづくりのための実践
力高まっている。

Ａ Ａ

①企業の地域貢献活動について、
情報提供された活動件数の増加し
ていることから、企業の意識や市
民の認識も上がってきた。褒賞さ
れた活動は地域コミュニティや他
団体と協働したものが多く、企業の
地域貢献の醸成がなされてきた。

②市民活動情報センター事業によ
る共同事業マッチング件数は目標
を達成している。

①市民公募型協働事業のまちづく
りチャレンジ補助金で、市民活動
団の自発的な活動を応援すること
で、まちづくりの機運が高まった。

②コミュニティビジネスを展開して
いる市内のＮＰＯ法人に経営管理
の支援やアドバイスにより、処遇改
善を行い、地域の活性化の要因と
なるＮＰＯの体制づくりになった。

①市民活動団体や地域づくり組
織等において、まちづくり活動は
活発に行われているが、各団体
の活動から更に他団体との協働
事業への発展、拡充が少ない。

②職員の協働に対する意識の醸
成が十分ではない。

①市民活動情報センターを活用
し、団体の活動紹介等情報提供
し、団体間の交流を増やす。ま
た、市民公募型協働事業により
協働によるまちづくり活動を支援
する。

②政策の質を高める協働に係る
庁内研修を継続実施する。
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■平成26年度施策評価の結果概要一覧

外部要因 内部要因

成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望H25実績 H26実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終
目標

達成率
単年度

最終
見込
[Ｈ27]

指標
重要度

指標では読み
取れない成果

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H20]

06-04-03行政評価の推進による情報共有

①
評価結果公表
ホームページ閲
覧件数

評価結果のHP
公表に対しての
年間閲覧件数

629件
[H22.3]

1,814件 1,891件 800件 695.9%

②
※　市民参加型
評価の延べ参
加者数［累計］

きたかみ未来創
造会議（全４回）
の延べ参加者
数

123人
[H24]

211人
388人

（H26会議
数：５回）

480人 74.2%

③

※　外部評価の
実施施策割合
（基本施策単
位）[累計]

毎年度の外部
評価該当基本
施策累計÷基
本施策数（26施
策）

7.7％
［H23］

30.8% 42.3% 53.8％ 未達成

④
※　施策の単年
度における達成
率

順調+概ね順調
の施策数/評価
施策数

69.9%
[H23年

度]
80.7% 68.7%

80.0%以
上

未達成

06-05効果的な行政運営と強固な財政基盤の構築

06-05-01効果的かつ効率的な行政経営の推進

①
庁内の人材を
活用した研修の
実施回数

職員が講師とな
り職員を対象に
実施した研修会
の回数。毎年
度、庁内調査に
より把握。

185
[H22.3]

207 257 278 77.4%

②
住民千人当たり
職員数(普通会
計)

公営企業等会
計部門職員を除
く普通会計職員
÷人口×1000

6.29人 6.15人 6.31人 6.00未満 未達成

③
業務改善改革
運動参加率(職
場)[単年度]

参加した課等の
数÷全課等数
（一部事務組合
含む、小中学校
及び個人除く）

67.6% 50.9% 69.4% 100.0% 未達成

④

（参考）行政
サービスの改善
に対する市民満
足度（6段階評
価）

北上市の施策
に関する市民意
識調査のうち
「行政サービス
の改善」の項目
に係る満足度
（隔年調査）

3.475 － － 増加 －

⑤

効果的な行政
運営と強固な財
政基盤の構築
に対する市民満
足度（6段階評
価）

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.842
[H24]

－ 3.697 増加 未達成

⑥

※　一件500万
円以上の入札
における一般競
争入札導入率
（条件付）

500万以上の一
般競争入札件
数/500万以上
の入札件数

22.3%
[Ｈ22年

度]
32.7% 36.4% 70% 未達成

〈指標にない成果〉

○人口がやや減少し
ている。
　H20.3月末　93,830人
　H27.3月末　93,524人

○職員の推移
　「沿岸被災自治体へ
の職員派遣」や「岩手
国体に向けた体制整
備」という特殊要因に
より、職員数が増加傾
向にある。

○業務委託契約にお
いて、透明性・競争性
を高めるため、随意契
約から指名競争入札
に切り替えた。
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 限られた経営資源の中
で行政課題や市民ニーズ
に的確に対応するため、
職員の資質や能力向上
により職員の適正な配置
や組織の効率化が図ら
れるほか、職場の改善意
識向上と事務の効率化
が進み、行政サービスの
コストや事業効果が明確
となり持続可能な行政運
営が構築されること。入
札業務において、透明
性・公正性・競争性が確
保されていること。

Ｃ Ｃ

①行政需要の拡大等による職員
の増加により、住民千人当たり職
員数が増加した。なお、行政需要
（国体推進）については平成28年
度まで現状のマンパワーを要する
が平成29年度からは減に転じる見
込み。

①入庁１～３年目の職員を中心
に、業務改善改革運動の取り組み
徹底が図られ、活動数が増加に転
じたものの、各課での実施状況は
あ70％弱で頭打ちしている。しか
し、各課では改善運動にこだわら
ず、個別に改善に取り組んでいる
ケースも多くみうけられることから、
水平展開を実績に含めるような状
況把握が現実的だと思われる。

②職員数は、国体対応等に向け
て、増加に転じている。

①国体推進業務が上乗せとな
り、職員数が上昇しているが、複
雑多様化する市民ニーズへの対
応や社会経済情勢の変化等によ
り、業務量もまた増加しており、
職員数の増加が職員の余裕に
はつながっているとは言えない。

②業務改善については、推進委
員経験者が83名になり、９年間
の異動等で各職場に分散配置さ
れるようになったことから、職員
のカイゼン意識を基調とした職場
文化の醸成に寄与につながりは
じめている一方で、新規職員へ
の改善運動の趣旨浸透やこれま
での改善事項の水平波及には、
活動展開の余地が見受けられ
る。

③職員のスキルを把握して、講
師として活用する観点での人材
育成計画や、職員の能力や適性
の把握、評価を行う人事評価制
度の確立が進んでいない。

①行政マネジメントシステムの運
用で、継続して効果・効率的な組
織体制の見直しや職員の適正配
置を図り、市民サービスの向上を
目指す。

②業務改善改革運動に引き続き
取り組み、業務の効率化や職場
の活性化を目指す。

③行政マネジメントシステムにお
ける人材育成システムの一環と
して、人事評価制度を位置付け、
法制化（平成28年度制度施行・
本格実施）された人事評価の確
立を急ぐ。

①行政評価サイクルは確立され
てきたが、職員への周知が不足
している。

②行政評価を継続してきている
が、その目的や必要性など評価
に対する職員の意識が低い。

③評価結果の公表が、市民に分
かりにくい内容となっている。

④施策評価の結果について、
ローリングや事業取捨への反映
プロセスがあいまいな部分があ
る。

①政策推進会議において、行政
マネジメントシステム（行政評価
サイクル部分＝内部評価及び外
部評価の実施、評価結果の反
映）を能動的に運用し、政策調整
機能の向上を図る。

②行政マネジメントシステム（評
価）に係る職員研修会を２～３年
に一度のペースで定期的に開
催、職員の意識向上及びスキル
アップを図る。

③評価結果の公表については、
他市の事例等を参考に市民に分
かりやすい内容となるよう検討す
る。

④行政マネジメントシステムの適
正運用の観点から、ローリングや
事業取捨の仕組みを検討する。
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 行政サービスのコストや
事業効果が明確化し、事
務等の効率化が進むこと
により持続可能な行政経
営が構築され、市政にお
ける現状や課題が市民と
情報共有されること。

Ａ Ｂ

①社会情勢の変化や、行政をとり
まく環境は厳しいものがあり、市政
に対する市民の関心が高まってき
ている。

②ホームページの閲覧数が伸びて
いるが、閲覧者が特定できず分析
が困難である。なお、対象者は、市
民、外部評価委員、職員、他市町
村関係者などが想定される。

①きたかみ未来創造会議を開催す
ることにより、市民参加型の評価を
行い、市民のニーズを取り入れる
機会を設けることができた。なお、
委嘱１年目だったこともあり参加者
は昨年度より上昇した。

②外部評価を継続することで、評
価する施策が増加したとともに、専
門的見地による客観的な評価が得
られた。

③施策の成果の達成に向けて、施
策ごとに推進方針を付する等総合
計画の着実な推進を図った。
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■平成26年度施策評価の結果概要一覧

外部要因 内部要因

成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望H25実績 H26実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終
目標

達成率
単年度

最終
見込
[Ｈ27]

指標
重要度

指標では読み
取れない成果

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H20]

06-05-02財政健全化の推進　〈Ｈ26年度外部評価対象施策〉

① 将来負担比率

地方公共団体
が将来負担す
べき実質的な負
債を標準財政規
模で除したも
の。

206.2% 122.9%
未算定

（10月公
表）

160.0%未
満

－

②
実質公債費比
率

地方公共団体
が現在負担する
元利償還金等を
標準財政規模で
除したもの。

14.7% 16.8%
未算定

（10月公
表）

18.0%未
満

－

③

市民１人当たり
の積立基金及
び減債基金残
高

当該年度末の
積立基金（財
調・減債基金）
残高を住民基本
台帳人口で除し
たもの。

17,301円 58,190円 52,722円
36,995円
（財政見

通し）
179.9%

④
資産老朽化比
率

保有する有形固
定資産の減価
償却累計額を取
得価額で除した
もの。

53.6% 57.2%
未算定

（12月公
表）

- －

06-05-03公営企業の効率的運営の推進≪下水道部門≫

①
水道事業会計
経常収支比率

(営業収益＋営
業外収益)/(営
業費用＋営業
外費用)×100

111.0% 108.1% 108.8% 108.0% 達成

②
下水道事業会
計経常収支比
率

(営業収益＋営
業外収益)/(営
業費用＋営業
外費用)×100

81.9% 132.2% 105.7% 95.4% 達成

06-05-04安定した財政基盤の確立

① 自主財源比率
自主財源の額
÷　歳入総額

56.8% 51.1% 48.8％ 57.5% 未達成

② 経常収支比率

経常経費に充て
られた一般財源
の額　÷　経常
一般財源の額

86.3% 85.8% 88.5％ 80.0% 未達成

③
実質公債費比
率

(起債等の元利
償還金－元利
償還金分の基
準財政需要額
－特定財源)÷
(標準財政規模
－元利償還金
分の基準財政
需要額)

14.7% 16.8% 16.6％
18.0％未

満
達成

06-06広域行政の推進

06-06-01広域行政の推進

①

近隣自治体と連
携した効果的か
つ効率的行政
運営

 

一部事務
組合等に
よる広域
行政の取

り組み

－

人口減少
社会に対
応した広
域連携の
あり方に
ついて周
辺市町と

協議

新たな仕
組みの

構築
－

②
※　市長会等へ
の提言数

市長会等への
提言及び要望
件数

４
[H22年

度]
８ ８ ８ 100.0%

①行政財産の貸付けや遊休地
の公売を促進することにより、自
主財源の確保を図る。

②既存業務の必要性を再検証
し、見直しを行うことにより、経常
収支の内部的要素である人件費
と物件費の更なる抑制を図る。

③建設事業債年間発行額1,030
百万円の上限を堅持することに
より、地方債に係るプライマリー
バランスが均衡する行財政運営
を行う。

①人口減少社会への対応とし
て、市単独による定住化への取
り組みのほか、近隣自治体との
広域連携により、相互の都市機
能を活かした役割分担のあり方
の検討や、環境・歴史・文化な
ど、それぞれの魅力を活かした
ネットワークづくりを進める必要
性が高まっている。

①広域での人口定住の受け皿を
形成するため、定住自立圏構想
に基づく近隣自治体との連携を
推進していく。

②北上市のみならず地方自治体
に共通する課題解決に向け、各
都市との連携を図り、岩手県市
長会などを積極的に活用し要望
活動を行う。

①公共下水道の有収率が低く、
不明水対策が遅れている。

②資金不足により施設修繕費、
施設更新費の財源を確保できな
い。

①下水道事業の適正な運営及び
新設から老朽施設更新へのシフ
ト

②水洗化等普及促進及び使用
料と一般会計繰出金の見直し
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 行政・民間の広域的な連
携交流により、共通の課
題をともに解決すること
で、効果的で効率的なま
ちづくりをすすめることが
できていること。

Ｂ Ｂ
①少子高齢化の進展に伴い、人口
減少問題が全国的な問題としてク
ローズアップされている。

①従来の広域連携の枠組みで
あった協議会は、所期目的を達成
したとして解散したものもある。
・北東北地域連携軸構想推進協議
会（H25.3解散）
・北上中部地方拠点都市地域推進
協議会（H25.9解散）
・北上川流域市町村連携協議会
（H26.11解散）
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市の財政（歳入、歳出、
資産、負債、純資産等）
について、中長期的に十
分に運営可能な状態を保
つこと。

Ｃ Ｃ

①国の経済対策施策による補助
金（依存財源）が増加したことによ
り、自主財源の割合が低くなったこ
とが、自主財源比率の悪化の要因
となった。

②税収入がリーマン・ショック前の
水準に回復しないことから、経常収
支比率の悪化の要因となった。

③国の経済対策施策による補助
金を建設事業に充当することがで
きたことから、起債発行額が抑制さ
れている。このことにより、実質公
債費比率が減少に転じる要因と
なった。

①内部的な自主財源（財産収入、
繰入金等）が増加しないことが、自
主財源比率が上昇しない要因の一
つとなっている。

②人件費は平成３年の市町村合
併以降大幅に抑制されている一
方、外部委託等の増加により物件
費は上昇しているため、結果とし
て、経常収支比率の上昇に寄与し
ていない。

③平成26年度に地域総合整備事
業債の繰上償還を実施したことに
より、単年度ベースの実質公債費
比率が減少に寄与した。

④使用料の見直しを、平成24年度
以降実施していない。

①近年、実質公債費比率が高め
の状態が続いている。（実質公債
費比率が18％を超えると、地方
債の発行が許可制になり行政運
営に支障を来す。）

②市民意識調査において基本施
策について「分かりづらい。」との
意見があり、今現在効果的な周
知方法を見いだせていない。
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 運営基盤の強化と効率
的な経営により施設を適
切に維持し、継続的な
サービス提供ができてい
ること。

Ｂ Ｂ

①一般家庭への下水道普及によ
り、公共下水道使用料収入が増加
した。

②特定公共下水道使用料収入
は、前年度に比較して微減にとど
まった。

①補償金免除繰上償還制度を活
用した低利の企業債への借換え
や、計画どおり建設事業費を削減
し新規建設事業債の発行を抑制し
たことにより、企業債利息の償還
額が減少した。

②県への要望により、平成24年度
から流域下水道維持管理負担金
の単価が引き下げられたため、負
担金が減少した。
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市の財政（歳入、歳出、
資産、負債、純資産等）
について、中長期的に十
分に運営可能な状態を保
つこと。

Ａ Ａ

①　国の緊急経済対策に基づく臨
時交付金等を、普通建設事業に充
当したことから、起債の発行が大
幅に抑制できた。
②　一部事務組合の施設整備の
補助金充当残額に対して震災特別
交付税が交付されたことから、後
年度の一部事務組合の組合債償
還に係る負担金額が軽減された。

①　経営改革の一環として、固定
資産等の税率改正を実施した。
②　公営企業会計及び特別会計へ
の繰出金（補助金）を増額し、公営
企業会計の長期借入金と特別会
計の繰上充用金を解消した。
③　平成30年度に起債償還額の
ピークを迎える地域総合整備事業
債の繰上償還を実施し、後年度の
実質公債費比率の抑制を図った。

①　国の三位一体改革などの行
財政システムの見直しに伴い、
財政負担が増加している。
②　高齢化・福祉施策に伴うサー
ビスの増大に伴い、扶助費が増
大している。
③　資産老朽化比率が増加を続
けており、インフラ資産の最適化
と長寿命化が必要性が高まって
いる。これに伴い、今後多大な経
営資源の投入が必要となる。
④　積立基金残高が減少を続け
ていることから、突発的な財政需
要への対応が困難となることが
予測される。

①　公共施設等総合管理計画を
策定し、市の今後の公共施設の
維持管理方針を定め、最適化や
長寿命化に係る実施計画の策定
及び実行につなげていく。

②　公共施設の将来の更新、補
修に備えるため、「（仮称）公共施
設維持管理基金」の創設を検討
する。（市有公共施設の減価償
却費の一部を積立てる等のルー
ルを併せて定める。）

③　将来負担比率・実質公債費
比率共に、県内及び全国類似団
体の平均値を超えていることか
ら、一層の指標の改善を図る。
（将来負担比率：県内13市平均
72.5%、全国類団平均67.3%、実質
公債費比率：県内13市平均
13.8%、全国類団平均9.3%）

④　指標の実績値の改善のた
め、事務事業の見直しを行い、経
営改革の更なる推進を図る。
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